経済史講義メモ（20040622）

予告：来週の講義（6月29日2時間目）：

千葉大学法経学部教授・雨宮明彦氏の特別セミナー

　タイトル「グローバリゼーション、欧州統合とコーポラティズムの再建

―ドイツにおける労働のための同盟」

参考文献：雨宮明彦教授の同名論文・・・永岑・廣田編『ヨーロッパ統合の社会史―背景・論理・展望―』日本経済評論社、2004年、第5章。

前回講義補足・・・サービス残業・超過勤務・・・少子化問題。

　朝日新聞記事・・・「パートタイムにも超過勤務手当ての義務化」

　　　　　　　　　　｢非婚化・少子化｣

　２０代、３０代の人々の過剰労働・・・・子育て世代・家庭生活の貧しさ、

　

　民間営利企業の論理だけに任せていては、サービス残業、超過勤務、過剰な超過労働時間を抑止できない。法律と国家による規制が必要。

前回、時間が足りなくなって説明できなかった部分について

前回資料を見て下さい。

ウィリアム・ペティ・・・社会的分業を国家的規模で考える大胆さ・・・『政治算術』

　その現代版は、国民経済計算体系

　さらにその最先端は、世界的な共通のものさしではかられるようになる・・・・国連の機能・・・・６８SNA・・・・さらにその改善版としての93SNA

· ・・・資料配布

--------------------------------　

分業にもとづく協業・・・人間諸個人(従業員全員)の有機的編制

アダム・スミス時代の労働の生産力の発達・向上の方法：

　　　資料のアダム・スミスの『国富論』冒頭部分の熟読玩味を！！・・・古典は読みやすく平明ではないか？　食わず嫌いにならないで、一度は、いくつかの経済学の古典に触れてみてはどうか。

マニュファクチャーの競争力優位

（中世都市的な同職組合・ギルド・ツンフトに対する競争優位）

　最初は量的違い・・・中世都市の同職組合は、親方一人、職人一人・二人、徒弟一人・二人、

これに対し、農村工業のマニュファクチャー(初期産業資本)では、単純に一つの仕事場に10人程度)

　後に、仕事場・作業場内で、それぞれの作業・労働の分化、質的違い(分業とそれぞれの作業の機能的組み合わせ)・・・生産力の発達。

　　

15世紀末―16世紀以降の地理上の発見、植民地向け市場の急拡大→それに対応する生産システム

しかし、

· 現代でも、まさにこの人間(働く人々)の分業と協業、その有機的で効率的な編制は、労働の生産性の基礎であり、決定的に重要な点

· つぎつぎと、各生産分野に浸透し、古い生産のやり方を駆逐。

· それを実証するのは、すでに統計を配布し、指摘した「戦後日本の労働力調査」・・・法人企業の増大、法人企業における雇用者の増大・・・自営業（家族営業・零細企業）の劇的な衰退傾向（農業・工業・商業などで）
現代の労働の生産性の上昇手段は機械体系・・・最近は情報機器

・・・固定資本(機械設備・工場、身近なところではパソコン、ＩＴ関連設備など、3年-10年と何年間にもわたって利用する資本)・・・その統計を確認・・・最新データ(2002年)によれば、何年間にもわたって利用される固定資本の減耗分(減価償却費)が、98兆円ほどであった。それにたいして、新しい固定資本への投資が、120兆円、だから設備投資(固定資本投資)が、約22兆円分、純増したわけである。

設備投資のためには、「貯蓄」（下記の場合、約27兆円）とこれまでに積み立てられらた固定資本減耗が充てられる。

さらに詳しくは、後掲の｢３　資本調達勘定｣の統計。

なお、現在の国民経済計算は、93SNA（System of National Accounts）と言われるもので、その簡単な概略は、｢新しい国民経済計算｣を参照。

「1993年の第27回国連統計委員会において、新たな国民経済計算の基準として、「1993年国民経済計算体系（System of National Accounts 1993：（以下93SNA））が採択され、同年7月開催の国連経済社会理事会において、この93SNAを採用するよう勧告が出されました。」・・・・それを日本も受け入れて作成。

「日本では、国連の93SNA勧告を受け、1994年以降、「国民経済計算調査会議」（学識経験者により構成）を中心に、日本が導入するに相応しい93SNAの内容の検討が進められましたが、そうした検討の結果を踏まえ、経済企画庁は、2000年10月に、従来5年毎に行われている国民経済計算の基準改定と併せて、93SNAへと移行しました。」と。

国民経済計算・・・最新データにより、国民経済・国内経済の大まかな数値(規模)に関して、把握しておこう。　

第１部フロー編：１．統合勘定
	１．国内総生産と総支出勘定
	

	（単位：１０億円）
	

	　　　項　　　　目
	平成14暦年

	　
	2002

	1.1 　雇用者報酬(2.4)
	265,368.4

	1.2 　営業余剰・混合所得(2.6)
	91,461.4

	1.3 　固定資本減耗(3.2)
	98,568.8

	1.4 　生産・輸入品に課される税(2.8)
	41,464.1

	1.5 　（控除）補助金(2.9)
	3,781.9

	1.6 　統計上の不突合(3.7)
	5,021.3

	　　　国内総生産
	498,102.0

	　
	　

	1.7 　民間最終消費支出(2.1)
	284,623.0

	1.8 　政府最終消費支出(2.2)
	87,972.9

	　　（再掲）
	　

	　　　家計現実最終消費
	333,874.1

	　　　政府現実最終消費
	38,721.8

	1.9 　国内総固定資本形成(3.1)
	120,429.7

	　　　　うち無形固定資産
	10,830.3

	1.10　在庫品増加(3.3)
	-1,335.5

	1.11　財貨・サービスの輸出(5.1)
	55,829.1

	1.12　（控除）財貨・サービスの輸入(5.6)
	49,417.2

	　　　国内総支出
	498,102.0

	　
	　

	　　（参考）海外からの所得
	12,791.9

	　　　　　（控除）海外に対する所得
	4,598.5

	　　　　　　国民総所得
	506,295.4


	２．国民可処分所得と使用勘定
	

	
	

	
	

	（単位：１０億円）
	

	　　　項　　　　目
	平成14年度

	　
	2002

	2.1 　民間最終消費支出(1.7)
	284,541.5

	2.2 　政府最終消費支出(1.8)
	87,403.2

	　　（再掲）
	　

	　　　家計現実最終消費
	333,433.7

	　　　政府現実最終消費
	38,511.0

	2.3 　貯蓄(3.5)
	27,509.3

	　　　国民可処分所得／国民調整可処分所得の使用
	399,454.0

	　
	　

	2.4 　雇用者報酬(1.1)
	264,741.9

	2.5 　海外からの雇用者報酬（純）(5.2-5.7)　
	-14.5

	2.6 　営業余剰・混合所得(1.2)
	90,066.8

	2.7 　海外からの財産所得（純）(5.3-5.8)
	8,055.6

	2.8 　生産・輸入品に課される税(1.4)
	41,417.0

	2.9 　（控除）補助金(1.5)
	3,962.1

	2.10　海外からのその他の経常移転（純）(5.4-5.9)
	-850.8

	　　　国民可処分所得／国民調整可処分所得
	399,454.0

	　
	　

	　　（参考）国民所得（要素費用表示）
	362,849.9

	　　　　　　国民所得（市場価格表示）
	400,304.8


	３．資本調達勘定
	

	（単位：１０億円）
	

	　　　項　　　　目
	平成14年度

	　
	2002

	3.1 　国内総固定資本形成(1.9)
	119,482.4

	　　　　うち無形固定資産
	10,657.7

	3.2 　（控除）固定資本減耗(1.3)
	97,831.3

	3.3 　在庫品増加(1.10)
	22.5

	3.4 　海外に対する債権の変動(4.2)
	13,024.2

	　　　資産の変動
	34,697.8

	　
	

	3.5 　貯蓄(2.3)
	27,509.3

	3.6 　海外からの資本移転等（純）(6.3-6.2)
	-363.1

	3.7 　統計上の不突合(1.6)
	7,551.6

	　　　貯蓄・資本移転による正味資産の変動
	34,697.8


第2部　ストック編：
	１．期末貸借対照表勘定

	（単位：１０億円）
	　
	

	       項          目
	平成4暦年末
	平成14暦年末

	　
	1992
	2002

	１．非金融資産
	3,225,158.6
	2,624,149.7

	　　（１）生産資産
	1,160,286.0
	1,253,533.6

	　　　　　ａ．在庫
	109,712.6
	84,059.2

	　　　　　ｂ．有形固定資産
	1,040,314.0
	1,149,727.0

	　　　　　ｃ．無形固定資産
	10,259.4
	19,747.4

	　　（２）有形非生産資産

(地価が10年間に顕著に減少：約700兆円もﾏｲﾅｽ)
	2,064,872.6
	1,370,616.1

	２．金融資産
	4,619,795.9
	5,528,783.7

	　　　　うち株式
	369,340.9
	378,667.1

	　
	
	　

	　　期末資産
	7,844,954.5
	8,152,933.4

	　
	
	　

	３．負債
	4,546,988.5
	5,353,475.7

	　　　　うち株式
	388,923.9
	424,562.4

	４．正味資産（国富）
	3,297,966.0
	2,799,457.7

	　
	
	　

	　　期末負債・正味資産
	7,844,954.5
	8,152,933.4

	　
	
	　

	　（参考）歴史的記念物
	179.7
	362.1

	　　　　　無形非生産資産
	101.3
	193.1

	（注）１．株式については、その保有者によって公的非金融法人企業、

	公的金融機関及び中央政府は帳簿価格、それ以外は市場価格で評価した。


日本経済の循環・・・全体の流れ・・・資料配布（H13年＝2001年の経済循環表とH11年＝1999年の経済循環表・・・国民経済計算の付録

　重要なポイントだけを確認・・・(詳しくは、今後織りに触れて、国民経済計算の一連の統計を見直し、考えて欲しい。)

以下は、H13(2001年)のSNA「日本経済の循環」の数値

生産要素

1． 労働・・・就業者数　6822万人、うち雇用者数5598万人　

2． 資本
・・・平成12年末（残高）・・・非金融資産(2829.9兆円)+金融資産（5843.4兆円）＝正味資産(国富)（2962.9兆円）+負債（5510.4兆円）＝8473.3兆円

実際のものとサービスの生産・供給
3． 産出額931．1兆円（中間投入430.1兆円+付加価値501.0兆円）+財貨・サービスの輸入

4． 付加価値501.0兆円の内訳・・営業余剰・混合所得88.0兆円+雇用者報酬277.1兆円+（生産・輸入品に課される税―補助金）38.8兆円+固定資本減耗99.1兆円

5． 固定資本減耗99.1兆円を付加価値から除くと、日本の全就業者(6822万人うち雇用者5598万人)が、期末の資本8473.3兆円で仕事をし、H13の一年間に401兆円であり、この新たな価値を付け加えたことになる。

6． そのうち、38.8兆円は政府が税金として取得した。だから、営業余剰・混合所得88．0兆円、および雇用者報酬277.1兆円が、生産を行った企業と労働者が取得することになる。

7． 企業は海外に資産をもち、そこから8.3兆円の所得を得ている。

8． 国民可処分所得は409.4兆円。そのうち、最終消費として支出されるのが、374.3兆円。のこりの35.0兆円が、｢貯蓄｣となる。

9． 「貯蓄」には、資本所有者の取得したもの(その蓄積部分)と雇用者が貯めたものとがある。そのいずれも、根底においては、人間の労働が創造したものである。一方は資本が利潤、利子、配当などとして取得し、他方は勤労者が自分の働きの中からためたものである。固定資本減耗分99.1兆円(前年末までの過去の労働の成果の一部)と貯蓄35.0兆円(今年度の新しい価値の増加分)をあわせたものを中心に、この年度の総資本形成129.9兆円が行われる。

10． このように毎年、約6600万(うち雇用者約5500万人)が、新しく増やした資本によって、実物的には、価値が増え、非金融資産は、30.8兆円増えている。

11． しかし、地価を中心とする非金融資産の下落や、株価などを中心とする金融資産の下落で、全体としての日本経済では、H13年末には、資本が8275.8兆円になっている。

12． 平成12年末、8473.3兆円、平成13年末8275.8兆円だから、差し引き、197．5兆円減ったということになる。

近代工業、機械制大工業の革命性：科学技術による「ものづくり」
－古い生産の仕方の根底的変革－
最近に数十年の研究活動関連統計（政府統計{日本の統計}、「科学技術研究活動の状況」1969年から2001年までの統計、「会社、研究機関、大学等の研究活動の最近の状況」、「工業所有権・特許件数の状況」など）を一つの素材として、日本で、そして世界で進展している科学技術の進歩と経済発展の関係を確認。必然的相互関係：大学等研究機関の重要性
	11－14　科学技術研究活動の状況

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	年　次　
	研　究　者　数　
	研　究　費　（億円）　

	
	総　数
	　
	企業等
	非営利団体
	大学等
	総　額
	企業等
	非営利団体
	大学等

	
	
	女(%)
	
	･公的機関
	
	
	
	･公的機関
	

	
	1)
	2)
	1)
	1)
	3)
	
	
	　
	

	
	
	
	　
	
	
	
	
	
	
	
	

	昭和
	45
	年
	286,439
	…
	97,950
	29,645
	158,844
	10,647
	6,284
	1,371
	2,992

	
	50
	
	396,216
	5.6
	149,014
	39,010
	208,192
	27,160
	15,891
	4,094
	7,176

	
	55
	
	387,119
	6.3
	175,184
	41,273
	170,662
	45,836
	26,649
	6,604
	12,583

	
	60
	
	480,108
	6.4
	233,070
	51,260
	195,778
	78,939
	51,366
	10,331
	17,242

	平成
	2
	年
	602,537
	7.3
	316,570
	61,182
	224,785
	118,155
	82,338
	14,523
	21,294

	
	3
	
	623,835
	7.6
	332,748
	60,456
	230,631
	130,783
	92,672
	15,142
	22,970

	
	4
	
	641,349
	7.9
	342,393
	62,813
	236,143
	137,715
	97,430
	16,205
	24,079

	
	5
	
	666,647
	8.3
	358,131
	63,943
	244,573
	139,095
	95,607
	17,725
	25,763

	
	6
	
	688,250
	8.6
	368,973
	66,341
	252,936
	137,091
	90,536
	18,968
	27,587

	
	7
	
	705,508
	8.9
	378,086
	67,996
	259,426
	135,960
	89,803
	18,632
	27,526

	
	8
	
	721,211
	9.3
	385,833
	68,157
	267,221
	144,082
	93,959
	20,302
	29,822

	
	9
	
	745,221
	9.8
	402,968
	69,041
	273,212
	150,793
	100,584
	20,078
	30,131

	
	10
	
	754,352
	10.2
	407,316
	67,368
	279,668
	157,415
	106,584
	20,239
	30,592

	
	11
	
	781,662
	10.1
	431,844
	68,792
	281,026
	161,399
	108,001
	21,170
	32,229

	
	12
	
	784,785
	10.6
	436,179
	67,241
	281,365
	160,106
	106,302
	21,713
	32,091

	
	13
	
	775,542
	10.9
	424,696
	68,563
	282,283
	162,893
	108,602
	22,207
	32,084

	
	14
	　
	756,336
	10.7
	430,688
	44,938
	280,710
	165,280
	114,510
	18,436
	32,334

	
	15
	　
	757,339
	11.2
	431,190
	44,845
	281,304
	166,751
	115,768
	18,159
	32,823

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	「科学技術研究調査」(3月31日現在)による。ただし，平成13年以前は4月1日現在。  「企業等」は，特定産業を除く資本金1,000万円以上（昭和50年以前は100万円以上，55年～平成6年は500万円以上）の会社及び特殊法人を対象としている。 「研究者数」は3月31日現在（平成13年以前は，4月1日現在），「研究費」は3月31日（平成13年以前は4月1日）又はその直近の決算日からさかのぼる1年間の内部使用研究費（支出額）を示す。平成9年以降は調査対象にソフトウェア業を含み，平成14年にも調査対象産業を拡大

	1)  実際に研究関係業務に従事した割合であん分したフルタイム換算による数値。  2)  フルタイム換算によらず、頭数により算出。  3)  昭和45,50年は，講義専門の非常勤職員を含む。
資料　総務省統計局統計調査部経済統計課「科学技術研究調査報告」


	11－15  研究主体別研究活動の状況

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	区　　　　分
	平成14年
	15年

	
	研究者数
	研 究 費
	研究本務者
1人当たりの
研　究　費 
	研究者数
	研 究 費
	研究本務者
1人当たりの
研　究　費

	
	　
	（億円）
	（万円）
	
	（億円）
	（万円）

	
	
	　
	
	企業等
	
	

	全産業
	430,688
	114,510
	2,659
	431,190
	115,768
	2,685

	農林水産業
	173
	73
	4,233
	166
	40
	2,416

	鉱業
	407
	139
	3,422
	442
	164
	3,719

	建設業
	6,477
	1,407
	2,172
	6,089
	1,346
	2,210

	製造業
	379,741
	98,362
	2,590
	383,973
	100,813
	2,626

	
	食品工業
	13,895
	2,664
	1,917
	11,360
	2,503
	2,203

	
	繊維工業
	2,914
	579
	1,986
	2,547
	512
	2,012

	
	パルプ・紙工業
	2,483
	504
	2,030
	2,573
	536
	2,085

	
	印刷業
	1,507
	315
	2,092
	1,421
	358
	2,522

	
	医薬品工業
	20,426
	8,394
	4,109
	21,676
	9,657
	4,455

	
	化学工業
	36,156
	8,149
	2,254
	39,642
	8,686
	2,191

	
	石油・石炭製品工業
	1,293
	390
	3,016
	1,254
	395
	3,150


	
	プラスチック製品工業
	5,811
	1,266
	2,179
	4,785
	1,078
	2,252

	
	ゴム製品工業
	6,352
	1,280
	2,015
	5,907
	1,570
	2,658

	
	窯業
	5,153
	1,312
	2,546
	6,287
	1,460
	2,323

	
	鉄鋼業
	4,028
	1,315
	3,264
	4,204
	1,297
	3,084

	
	非鉄金属工業
	5,628
	1,493
	2,653
	5,838
	1,458
	2,498

	
	金属製品工業
	5,518
	799
	1,448
	5,478
	783
	1,429

	
	機械工業
	37,604
	9,571
	2,545
	40,792
	9,392
	2,302

	
	電気機械器具工業
	43,712
	9,965
	2,280
	40,629
	9,400
	2,314

	
	情報通信機械器具工業
	90,515
	22,743
	2,513
	86,862
	22,331
	2,571

	
	電子部品・デバイス工業
	28,910
	6,467
	2,237
	31,688
	6,360
	2,007

	
	輸送用機械工業
	43,152
	15,881
	3,680
	45,747
	17,379
	3,799


	
	精密機械工業
	17,734
	4,121
	2,324
	18,455
	4,529
	2,454

	
	その他の工業
	6,949
	1,153
	1,660
	6,827
	1,128
	1,652

	電気ガス・  熱供給・水道業
	2,129
	842
	3,954
	2,138
	831
	3,886

	情報通信業
	21,167
	6,980
	3,297
	20,107
	6,656
	3,310

	運輸業
	577
	186
	3,216
	629
	276
	4,390

	卸売業
	4,637
	641
	1,383
	3,282
	489
	1,489

	金融・保険業
	134
	20
	1,499
	164
	34
	2,068

	サービス業
	15,245
	5,861
	3,845
	14,201
	5,120
	3,605

	
	
	　
	
	非営利団体・公的機関
	
	

	総数
	44,938
	18,436
	4,103
	44,845
	18,159
	4,049

	非営利団体
	11,188
	3,616
	3,232
	10,954
	3,327
	3,037

	公的機関
	33,750
	14,820
	4,391
	33,891
	14,832
	4,376

	
	国営
	3,473
	2,143
	6,171
	3,264
	2,022
	6,194

	
	公営
	14,853
	2,601
	1,751
	14,492
	2,498
	1,724

	
	特殊法人・
　独立行政法人
	15,424
	10,076
	6,533
	16,135
	10,313
	6,391

	
	
	　
	
	大学等
	
	

	総数
	280,710
	32,334
	1,254
	281,304
	32,823
	1,273

	国立
	126,673
	13,908
	1,149
	128,159
	14,360
	1,173

	公立
	21,978
	1,866
	1,029
	22,217
	1,840
	1,018

	私立
	132,059
	16,560
	1,395
	130,928
	16,624
	1,417

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	「科学技術研究調査」(3月31日現在)による。研究者数は3月31日現在，研究費は3月31日又はその直近の決算日からさかのぼる1年間の内部使用研究費(支出額)を示す。　「企業等」の産業区分は，日本標準産業分類（平成14年3月改定）による。　　　　資料　総務省統計局統計調査部経済統計課「科学技術研究調査報告」


現代日本経済と世界経済の発展が科学技術の発展を基礎にしていること、したがって21世紀世界においてますます科学技術の重要性が高まることは、鉄の必然性を持ったことだろう。

｢自由とは必然性の洞察である｣(ヘーゲル)とすれば、この鉄の必然性を深く広く理解しておくことはきわめて大切になる。
　経済の歴史を振り返れば、まさに今日の上記のような発展の起点は機械制大工業の生成発展、産業革命とともにある。
人類は、最初のイギリスの産業革命以来、地域によってその度合いは異なるが、地球上の各地域・各国は、何度も産業上の革命的変化の時代を経験してきた。
　その機械制大工業は、長いあいだの工場制手工業(マニュファクチャー)の発展成熟の結果として誕生してきた。
　マニュファクチャーの生成発展は、｢近代に独自な資本｣、近代資本主義の誕生・発展と平行する現象だった。
　マニュファクチャー、「近代に独自な資本」としての産業資本は、15世紀末の地理上の発見とともにはじまった。
→市場関係の劇的変化(市場の発見)と生産様式の劇的変化(新しい生産技術・生産様式の発見・実用化)との相互連関。
　　　　市場における激しい競争を通じる新しい生産技術・生産様式の普及(古い生産様式の打破、破壊)

　　　　
私的経営間の競争→生産の無政府性→過剰生産→弱体な経営の競争を通じての淘汰・排除→市場競争での勝者と敗者の不断の創出
市場競争勝利の条件・・・生産と販売の諸要因での優位性・・｢いいものを安く｣・・・そこでの科学技術の必要性・重要性。
中世同職組合（ギルド・ツンフト）的生産様式に対するマニュファクチャー(経営内の分業にもとづく協業)の優位性は？
アダム・スミス、国富論冒頭「分業論」参照。
中世封建制の経済的基礎
　小農民経営の村落共同体・・・共同体強制のもとで労働するものが自分の生産手段をもって小規模経営を行う・・・自由なまたは隷農的な小農民の農耕
　中世都市・・・手工業者の小経営、同職組合による対内的平等と対外的独占
　これらの場合、労働手段－土地、農具、仕事場、手工用道具は、個々人の労働手段であり、もっぱら個人的に使用。個々人の手の熟練
　必然的にちっぽけな、矮小な、制限されたもの。
　これらの分散した、局限された生産手段を集積し拡大して、強力に作用する現代の生産の槓杆（てこ）に変えることが、封建社会の中から生まれてきた資本主義的生産様式とその担い手のブルジョアジー(資本家階級)であった。

　15世紀・16世紀から18世紀にいたる本来のマニュファクチャー期
「商品流通は資本の出発点である。商品生産と、発達した商品流通すなわち商業とは、資本が成立するための歴史的な前提をなしている。世界商業と世界市場とは、16世紀に資本の近代的生活史を開くのである
。」
生産力発展の系列
単純協業→マニュファクチャー（＝分業にもとづく協業）→産業革命・機械制大工業

協業・・・｢資本主義的生産様式が実際にはじめて始まるのは、同じ個別資本がかなり多数の労働者を同時に働かせるようになり、したがってその労働過程が規模を拡張して量的にかなり大きい規模で生産物を供給するようになったときである。
　

かなり多数の労働者が、同じときに、同じ空間で（または同じ労働場所で、といってもよい）、同じ種類の商品の生産のために、同じ資本家の指揮のもとで働くということは、歴史的にも概念的にも資本主義的生産の出発点をなしている。

生産様式そのものに関しては、たとえば、初期のマニュファクチャーを同職組合的手工業から区別するものは、同時に同じ資本によって働かされる労働者の数がより大きいということのほかには、ほとんどなにもない。ただ同職組合親方の仕事場が拡大されているだけである。だから、相違はさしあたりは量的でしかない。
　
労働様式が変わらなくても、かなり多くの労働者を同時に充用することは、労働過程の対象的条件に一つの革命を引き起こす。多くの人々がそのなかで労働する建物や、原料などのための倉庫や、多くの人々に同時または交替に役立つ容器や用具や装置など、要するに生産手段の一部分が労働過程で共同に消費されるようになる。
」
社会的労働・・・・生産手段の節約・・・商品を安くする。・・・別々に独立している労働者や小親方の分散した相対的に高価な生産手段とは違った有利さ。
協業・・・個別的生産力の増大、集団力でなければならないような生産力の創出・・・多くの力が一つの総力に融合することから生ずる新たな潜勢力
たいていの生産的労働では、たんなる社会的接触が競争心や活力の独特の刺激を生み出して、それらが各人の個別的作業能力を高める。
協業は、一方では労働の空間範囲を拡張することを許す・・・・他方では、協業は、生産規模に比べての生産領域の空間的縮小を可能にする。このように労働の作用範囲を拡大するのと同時に労働の空間範囲を制限するということは、多額の空費を節約させる。この空間範囲の制限は、労働者の密集、いろいろな労働過程の近接、生産手段の集中から生ずるものである。
協業は、多くのひとびとの同種の作業に連続性と多面性を押印する
協業＝「他人との計画的な協働のなかでは、労働者は彼の個体的な限界を抜け出て彼の種族能力を発揮する
」
19世紀における分業の問題点－生産力の発達の武器でありながら、その発展の中で桎梏に転化する－
「生産が自然成長的に発展して行くあらゆる社会－今日の社会もその一つであるが－では、生産者が生産手段を支配するのではなくて、生産手段が生産者を支配する。こういう社会では、なんであろうと生産の新しい槓杆は、かならず生産者を生産手段に隷属させる新しい手段に転化する。このことはなによりもまず、大工業が導入されるまでもっとも強力な生産の槓杆であったもの、すなわち分業にあてはまる。すでに最初の大きな分業である都市と農村との分離が、農村人口に対しては幾千年にわたる愚鈍化の運命を、都市民に対しては、各人がそれぞれの手工業に隷属させられるという運命を宣告した。それは、前者の精神的発達と後者の肉体的発達との基礎を破壊した。・・・
　

労働が分割されるとともに、人間もまた分割される。ただ一つの活動を発達させるために、他のすべての肉体的および精神的能力が犠牲にされる。分業がすすむにつれて、人間のこのような発達の阻害もますます強まる。分業はマニュファクチャーにおいてその最高の発達を遂げる。マニュファクチャーは、手工業をその個々の部分作業に分解し、それぞれの部分作業を個々の労働者に生涯の職業として割り当て、こうして彼を一生涯一定の部分的機能と部分的道具とに縛り付ける。それは、無数の生産衝動や素質を抑圧することによって、労働者の細部の熟練を温室的に助長し、労働者を奇怪なかたわにしてしまう。・・・個人そのものが分割され、一つの部分労働の自動的駆動装置に転化される。」(マルクス)－この駆動装置は、多くの場合に、労働者が文字通り肉体的および精神的に不具化されるときにはじめて、完成に達する。
」
19世紀・20世紀における大工業・機械体系・工場制度の問題点－生産力発達の強力な武器、しかし人間発達の阻害－
　「大工業の機械は、労働者を1個の機械たる地位から、一つの機械のたんなる付属物へと落としてしまう。一つの部分的道具を扱うことを終生の専門としていたものが、一つの部分的機械に仕えることを終生の専門とするようになる。機械は、労働者自身を幼少時から一つの部分的機械の部分に転化させるために、悪用される。」
　

そして、労働者ばかりでなく、労働者を直接間接に搾取する諸階級もまた、分業を通じて、自分の活動の道具に隷属させられる。
「頭の空っぽなブルジョア」(19世紀から現代に至るまで)は、自分自身の資本と自分自身の利潤欲との奴隷となる。法律家は、自分の化石化した法律観念の奴隷となり、これらの法観念がひとつの独自の力となって、彼らを支配するようになる。
　

一般に｢教養ある身分｣は、さまざまな局部的な狭さや一面性の、また自分自身の肉体的および精神的な近視性の奴隷となり、また、ひとつの専門に適合させられた教育を受けてこの専門そのものに一生涯縛り付けられる結果、不具化して、自分のこの不具化の奴隷となる。
」
古い生産様式＝分業による人間の固定化、不具化・・・大工業、生産力の社会化によるその克服の可能性
「各人が解放されなければ、社会は自分を解放することができない。だから、古い生産様式は根底から変革されなければならないし、ことに旧来の分業葉消滅しなければならない。それに代わって、次のような生産組織が現われてこなければならない。それは一方では、なんびとも、人間の生存の自然的条件である生産的労働に対する自分の受持ち分を他人に転嫁することができず、他方では、生産的労働が人間を隷属させる手段ではなくなって、各人にそのいっさいの肉体的および精神的能力をあらゆる方向に発達させ発揮する機会を提供することによって人間を解放する手段となり、こうしてかつては重荷であった生産的労働が楽しみになる、そういう生産組織である。
　
資本主義的生産様式から生じる障害や撹乱、生産物と生産手段の浪費・・・・それが取り除かれるだけで、｢労働時間を短縮するのに十分
｣
旧来の分業の廃止・・・・大工業によって生産そのものの一条件となっている。
「機械経営では、同じ労働者をつねに同じ機能に所属させ、そうすることでマニュファクチャー式にさまざまな機械への労働者群の配分を固定化することは、必要でなくなる。工場の全運動が労働者からではなく、機械から出発するから、労働過程を中断することなしに、たえず人員を交代させることができる。・・・」

だが、特殊性を化石化させる旧来の分業は、技術的には不用になったにもかかわらず、機械の資本主義的な利用方法のために、いまなお維持せざるをえないのであるが、その一方で、機械そのものがこの時代錯誤に対して反逆する。大工業の技術的基礎は革命的なものである。
　

　「機械や化学的製造法やその他の方法によって、近代工業は、生産の技術的基礎を変革するとともに、労働者の機能や、労働過程の社会的結合をたえず変革する。大工業は、そうすることによって、また社会内部における分業をもたえず変革し、大量の資本と労働者の大群とをたえまなく一つの生産部門から放りだして、他の生産部門へ投げ入れる。・・・」

　この最後の部分は、最近の言葉で言えば、｢リストラ｣である。まさにリストラこそは、現代市場経済社会の競争原理のなかで、各産業・各企業がしのぎを削る過程で、必然的にでてくる現象である。

　だからこそ、敗者復活システム、就業者の仕事の場所の流動化のシステム、｢摩擦的失業｣の軟着陸を可能にするシステムの構築が求められる。

現在では多様な職業紹介システムが、それを実際に推し進めている。

� 資本も、突き詰めれば、あるいは過去に遡れば、人間の労働によって作り出されたものである。資本とは過去の労働が固定化され、蓄積されたものである。





�『資本論』第一巻第3篇第4章、冒頭。


� 同、第一巻第4篇　相対的剰余価値の生産


協業、第12章　分業とマニュファクチャー、第13章機械と大工業


� 同。


� 同。


� エンゲルス『反デューリング論』全集20巻、300ページ。


� 同、300－301ページ。


� 同、302ページ。
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